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第一章 計画の目的と位置づけ 

１－１ 計画策定の背景と目的 

近年、地域における人口減少や既存の住宅・建築物の老朽化、社会的ニーズの変

化及び産業構造の変化等に伴い、居住、その他使用がなされていない空家等が年々

増加しています。これらの空家等の中には、適切な管理が行われないことで、防災、

衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしております。 

このような状況に鑑み、国は、「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 27 年

5月 26日全面施行、以下「法」という。）」を施行し、適切な管理が行われていない

空家等がもたらす問題を解決するためには、第一義的には空家等の所有者又は管理

者が、自らの責任において的確に対応することを前提にしたうえで、住民に最も身

近な行政主体であり、個別の空家等の状況を把握することが可能な立場にある市町

村が地域の実情に応じて、空家等に関する対策を実施することが可能としています。 

武雄市においても、法の完全施行に基づき地域住民の生命、身体又は財産を保護

するとともに、その生活環境の保全を図ることを目的とし、空家等対策を総合的か

つ計画的に推進するため、武雄市空家等対策協議会の専門的、客観的な視点による

ご意見をお聞きしながら、武雄市空家等対策計画（以下、「第１期計画」という。）

を平成 30年 3月に策定しました。 

第１期計画に基づき、これまで空家等の対策を進めてきましたが、計画期間であ

る 5年が経過し、この間の社会情勢の変化、国の動向等を踏まえ、今後増加が見込

まれる空家等への対策を一層推進するため、本計画を改定します。 

 

 

 空家等 （法第 2条第１項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常 

態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。 

※ 店舗や工場など住宅以外の建築物等も対象です。 

※ 概ね年間を通して建築物等の使用実績がないことが一つの基準です。 

 

 

１－２ 計画の位置づけ 

  この計画は、法第 6 条第 1 項に規定する空家等対策計画として、国の定める「空 

家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」（以下「基

本指針」という。）及び「『特定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るた

めに必要な指針」（以下「ガイドライン」という。）に則すとともに、武雄市空家等

対策協議会での協議内容を反映し、策定します。 
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  本計画については、本市の最上位計画である、「もっと輝く☆スター戦略☆ 第２

期武雄市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を上位計画とし、整合性を図りながら、

空家等に関する対策の基本的な指針となるものとして位置づけます。 

 

１－３ 計画期間 

  本計画の期間は、2023年度から 2027年度までの「５年間」とします。なお、計

画期間終了後は、市内における空家等の状況の変化を踏まえ、必要に応じて内容の

改訂を行います。 
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第二章 これまでの取組 

  本市では法に基づき、平成 30 年（ 2018 年）3月に武雄市空家等対策計画 

（第１期）を策定し、計画に即して次に掲げる取組を行ってきました。 

 

２－１ 空き家発生の予防と適切な管理 

関係団体と連携し、情報提供や意識啓発を行ってきました。 

特に相続による問題や所有に関するリスクについて周知し、早めの処分（解体、

売却等）を推進してきました。 

 

ア 「空き家の適正管理と利活用パンフレット」所有者への送付 

    送付実績 ３００件 

 

イ 「空き家の管理と利活用の話（佐賀県）」各班への回覧 

 

ウ 「相続・遺言等空き家対策セミナー」の開催 

開催実績 ５回 ／ 参加者２４０名 

 

エ 宅地建物取引業協会と連携した「個別相談会」の開催 

    開催実績 １回 参加者３組 

 

オ 「空き家の管理責任とリスク＆相続問題」ケーブルテレビ放送 

    放送実績 令和２年７月・８月・１１月、令和３年８月 

 

カ 特定空家等の危険な空き家の定期的な見回り（台風通過後など） 

 

その他にも公民館や武雄高校での出前講座や広報 

武雄での特集ページ掲載などを実施しました。 

 

 

２－２ 空家等の利活用促進 

空家等の減少を図るために、空き家・空き地バンクを推進し、地域の活性化や移

住者増加を目指した事業を行いました。 

空き家・空き地バンク 登録件数 １２６件  成約件数 １００件 
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ア 空き家バンク（売買）  

登録件数 ７２件  

成約件数 ５４件 

 

 

 

 

イ 空き家バンク（賃貸）  

登録件数 ３７件  

成約件数 ３６件 

 

 

 

 

ウ 空き地バンク（売買）  

登録件数 １７件  

成約件数 １０件 

 

 

 

 

 

２－３ 管理不全状態の空家等への対応 

防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている空家等に

ついて、所有者に対しての改善指導や法に基づく行政指導、緊急安全措置を実施し

ました。 

また、危険な空き家の除却を推進するために、一定条件の下に除却費用に対し補

助しました。 

 

ア 行政指導と所有者による改善結果 

  法に基づく指導等実績  

助言及び指導 ２４件、勧告 ６件 

 

イ 危険空き家除却補助事業  

補助実績  

（件数） ３０件  

（金額） １０９０万３千円 
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第三章 武雄市の空家等の現状と課題 

３－１ 人口の推移 

  武雄市では、1950 年（Ｓ25）に、約 7.1 万人とピークを迎えた後、1975年（Ｓ

50）まで人口減少が続いています。特に旧北方町で人口減少が急激に進行していま

すが、これは、昭和 30年～40年代の相次ぐ炭鉱山の閉山に伴うものと推測されま

す。その後、昭和 50年代（1975～1984）に、一時的に人口増加していますが、そ

れ以降は減少に転じています。 

  

【国勢調査における人口推移】 

年 次 総人口（人） 増減人員（人） 増減率（％） 

1965年（S40） 58,343 － － 

1970年（S45） 53,997 △4,346 92.55 

1975年（S50） 52,041 △1,956 96.38 

1980年（S55） 53,156 1,115 102.14 

1985年（S60） 54,319 1,163 102.19 

1990年（H2） 54,004 315 99.42 

1995年（H7） 53,943 △61 99.89 

2000年（H12） 53,068 △875 98.38 

2005年（H17） 51,497 △1,571 97.04 

2010年（H22） 50,699 △798 98.45 

2015年（H27） 50,147 △552 98.91 

2019年（R2） 47,962 △2,185 95.64 

 ※2006 年（H18）以前は、合併前の市町（旧武雄市・北方町・山内町）の人口合計 

   

【武雄市人口推計】 

武雄市の人口動向分析（国立社会保障・人口問題研究所）によれば、今後人口

は急速に減少を続け、2060年（R42）には、3.1万人（2015年比約 37％減）になる

と推計されます。老齢人口は、2025 年（R7）まで増加を続けますが、以降、若年人
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口、生産年齢人口とともに、全ての年齢区分が減少に転じます。また、社会増減に

おいては、すでに、転出が転入を上回っていることと、死亡数が出生数を上回って

いることが、人口急減の要因となっています。 

 

 
（出典：武雄市人口ビジョンVer2.0改訂 2020年（令和 2年）） 

 

３－２ 空き家の現状等 

（１）空き家数の推移 

武雄市の空き家率は、総務省統計局「住宅・土地統計調査報告」によれば、

近年増加傾向にあります。 

   以下の表は、武雄市の空き家の推移（本調査は、抽出調査であるため、合併前

の山内町北方町のデータはない）及び佐賀県、国の空き家戸数等を表したもの

です。 

 

【武雄市、佐賀県、全国の空き家数及び率】 

 
1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

住宅総数 50,246,000 53,890,900 57,586,000 60,628,600 62,407,400

空き家数 5,764,100 6,593,300 7,567,900 8,195,600 8,488,600

空き家率 11.5% 12.2% 13.1% 13.5% 13.6%

住宅総数 299,900 303,400 322,900 338,200 352,100

空き家数 24,700 28,400 35,700 43,300 50,500

空き家率 8.2% 9.4% 11.1% 12.8% 14.3%

住宅総数 11,290 11,900 17,010 18,700 19,780

空き家数 930 1,340 1,700 1,950 2,620

空き家率 8.2% 11.3% 10.0% 10.4% 13.2%

区分

全国

佐賀県

武雄市
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調査年度 町名 武雄 橘 朝日 若木 武内 東川登 西川登 山内 北方 総数

A 59 13 32 10 11 9 14 35 41 224

B 70 9 23 13 17 14 18 43 59 266

C 29 5 4 8 14 6 11 34 53 164

D 21 12 3 9 15 9 14 31 64 178

総数 179 39 62 40 57 38 57 143 217 832

A 66 10 32 13 12 12 11 42 52 250

B 93 7 32 21 20 22 29 52 66 342

C 48 7 12 12 26 12 13 48 44 222

D 20 10 2 7 13 13 10 44 56 175

総数 227 34 78 53 71 59 63 186 218 989

A 111.9% 76.9% 100.0% 130.0% 109.1% 133.3% 78.6% 120.0% 126.8% 111.6%

B 132.9% 77.8% 139.1% 161.5% 117.6% 157.1% 161.1% 120.9% 111.9% 128.6%

C 165.5% 140.0% 300.0% 150.0% 185.7% 200.0% 118.2% 141.2% 83.0% 135.4%

D 95.2% 83.3% 66.7% 77.8% 86.7% 144.4% 71.4% 141.9% 87.5% 98.3%

総数 126.8% 87.2% 125.8% 132.5% 124.6% 155.3% 110.5% 130.1% 100.5% 118.9%

平成27年度

令和2年度

増減率

 
   （出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」） 

 

（２）空き家実態調査 

住宅・土地統計調査の数値は標本抽出による推計値であることから、武雄市

独自で、2015 年度（平成 27年度）に空き家の現地調査を行い、町ごとの空き

家数を把握しました。 

    その後、平成 30年度から令和 2年度にかけて、再度実態調査を実施しまし 

た。市内全域で空き家数は、平成 27 年度と比較して、18.9％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ：そのまま住める                 Ｂ：少し手を加えると住める 

Ｃ：相当手を加えないと住めない     Ｄ：廃屋 
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（３）高齢者世帯の推移 

高齢者のみが居住する世帯数は、3,510世帯（Ｈ30）存在し、増加傾向にあ 

ります。 

 

 
  （出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」） 

 

（４）住宅ストック数と世帯数 

住宅着工戸数は世帯増加数の２倍を超える数で推移しています。その結 

果、１世帯当たりの住宅数は 1.1 を上回る状態が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国土交通省「住宅着工統計」、武雄市「住民基本台帳」）    （出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」） 

 

（５）中古住宅の流通状況 

持ち家の取得方法については、新築購入、新築の合計が 36.3％であるの 

に対して、中古住宅は 7.6％であり、約 5：1の比率となっています（平 

成 30 年）。 
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（出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」） 

 

（６）売却・賃貸する上での課題 

売却・賃貸の意向を持つ空き家所有者は、売却・賃貸する上での課題として、 

「買い手・借り手の少なさ」や「住宅の傷み・設備や建具の古さ」などを挙げ 

ています。 

 

（出典：国土交通省「令和元年空き家所有者実態調査」） 

 

（７）管理不全空き家 

腐朽が有る空き家は、空き家数に対して 13.7％存在しています。 

また売却・賃貸の意向を持たない空き家所有者が「空き家にしておく理由」 

としては、「解体費用をかけたくない」、「取り壊すと固定資産税が高くなる」「さ

ら地にしても使い道がない」、そして管理をする上での課題として「遠方に住ん

でいるので管理が困難」「住宅を利用する予定が無いので管理しても無駄にな

る」など、解体や管理をせずに管理不全空き家が増える要因が挙げられます。 
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（出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」） 

 

【空き家にしておく理由】 

 

 

【管理をする上での課題】 
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【登記または名義変更しない理由】 

 
（出典：国土交通省「令和元年空き家所有者実態調査」） 

 

３－３ 空き家の課題 

  空家等の問題は、土地・建物という最も重要な個人財産の管理・処分に関するも

のであり、行政の働きかけは、空家等が周囲に悪影響を及ぼす場合に限るなど、個

人の財産権を踏まえて行うという基本的な課題のほか、国等の統計調査や実態調査

の結果や本市へ寄せられる相談や苦情を踏まえ、以下の課題が考えられます。 

 

（１）空き家数の増加 

    人口減少が加速化し、高齢者世帯の持家数も増加傾向にあり、今後も空き家

数が増え続けることが予測される。  

 

⇒対策 意識啓発・除却 

 

（２）住宅の過剰供給 

世帯増加数に比べて住宅着工数が上回っており、更に中古住宅の需要の低さ 

から今後も住宅ストック数が増え続けることが予測される。 

 

   ⇒対策 中古住宅の支援 

 

（３）管理不全状態の空き家 

    所有者の管理に対する意識や問題意識の希薄化により、管理不全状態の空き

家が増加している。また、相続による複数の権利者発生により、権利移転や解

体ができないなど更なる問題が発生している。 

 

⇒対策 意識啓発・指導・除却 
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第四章 空家等対策の基本方針 

４－１ 計画の対象 

（１）対象区域      本計画の対象地区は、武雄市全域とします。 

 

（２）対象とする空き家  法第２条第１項に規定される「空家等」とします（法第

２条第２項に規定する「特定空家等」を含む）。ただし、

共同住宅の場合は、全室が空き室となった場合を対象と

します。 

 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって 

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の 

土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理 

するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危 

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理 

が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保 

全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

〇空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

（総務省・国土交通省告示） 

「居住その他の使用がなされていないことが常態である」とは、おおむね年間（＝1年 

間）を通じて使用実績がないことが一つの基準となると考えられる。 

〇「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針 

隣接する住戸との界壁が二重となっているなど、それぞれの住戸が別個の建築物である 

場合には、同項のいう建築物に該当する。 

 

４－２ 空家等の調査 

（１）空家等に対する指導を行うための調査（個別調査） 

    適切な管理が行われていない空家等について、周辺住民等から相談があっ 

   た場合、速やかに現地調査を行うとともに、所有者等に対し、適切な管理の 

依頼（注意喚起）や空家等特措法に基づく指導、勧告等を行うため、固定資 

産課税情報、住民票情報、不動産登記情報などを活用し、必要な調査を実施 

します。 
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（２）市内の空家等の実態把握のための調査（全体調査） 

本市では、2020年度（令和 2年度）に市内全域の空家等の実態調査を行い、 

その後の増減を加味するなど、随時情報を更新していきます。今後も、全ての 

空き家情報を把握するうえで、地元消防団等との連携を図り、定期的に全体調 

査を実施します。 

 

４－３ 基本方針 

  法第３条に「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、

空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているように、空家等の管

理については、第一義的には、所有者等が自らの責任により的確な対応をすること

とされています。しかしながら、管理責任の認識が十分でない方もおられ、管理不

全空家等が発生する要因となっております。 

本市における空家等の現状と課題を踏まえ、空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するため、空家等の早期発見と所有者等の管理意識を醸成する「予防の

取組」と、利用可能な空家等の活用を促す「利活用の取組」に加え、管理不全の状

態のまま放置された危険な空家等に対応する「指導の取組」を基本方針として定め、

所有者等による自発的な解決の推進を図っていきます。 

 

 

４－４ 空家等対策の実施体制 

空家等対策の総合的な取組を推進するにあたっては、庁内の関係各課が情報を共

有し、連携することに加え、地域の協力、また所有者が抱える空家等の管理、利活

用や相続問題等に対応するため、専門知識を有する各種関係団体等との多様な連携

体制を図ります。 

 

（１）庁内推進体制 

   空家等対策の課題は、防災、衛生、景観等多岐にわたるため、関係部署が連

携して対応できるよう、必要に応じ庁内会議を開催します。 

 

（２）武雄市空家等対策協議会 

    本計画の策定と計画に基づく対策を実施するにあたり、法第 7条の規定に基 



14 

 

づき、2016年（H28）1月 18日から武雄市空家等対策協議会を組織しています。 

協議会では専門的な視点で多角的な議論を行う必要があるため、幅広い分野か 

らの委員を選出しています。 

 

（３）宅地建物取引業協会杵藤地区 

空き家・空き地・宅地バンクの登録物件の調査や情報提供、契約の手続き等 

の業務を委託しています。また、不動産情報を共有し、空き家対策、定住を促 

進するため定期的に情報交換を行っています。 

 

（４）関係団体・関係機関との連携 

   空家等の適切な管理や利活用など、所有者の抱える問題に対し、適時対応で 

きるよう、関係機関、関係団体、民間団体等との連携及び協力の上、空家等対 

策を実施します。 
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第五章 空家等対策の具体的な取組 

５－１ 予防の取組 

（１）所有者等による適切な管理 

相続、転勤等、様々な理由により空き家の所有者等となった場合、空家等の 

適切な管理は、周辺に迷惑を及ぼさないように、所有者等が自らの責任により 

的確に対応しなければならないという当然の責務について再認識するための 

啓発を行います。 

 

（２）所有権の明確化 

相続により取得した空き家所有者は、所有者である認識が無く、適切な管理 

をせずに周囲へ迷惑を及ぼしていることもあるため、相続登記など所有権の明 

確化や相続登記をしなかった場合のリスク等の啓発を行います。 

 

（３）家の将来 

自分が居住している家の将来について、どうするのか住んでいる時に考え、 

行動するよう啓発を行います。 

 

５－２ 空家等の利活用促進 

（１）空き家・空き地バンクの推進 

2007年度（平成 19年度）に武雄市空き家バンク制度を開始し、平成 29年度

より空き地の登録を追加し、空き家・空き地バンクを運営しています。今後も

引き続き、物件の流通促進につなげていきます。また、物件の登録数や、入居

希望者の登録数を増やし、マッチングを進めることで、空家等の減少を図ると

ともに地域の活性化や移住者の増加を目指します。 

 

（２）宅地活用の推進（宅地バンク） 

    中古住宅の需要が無く、不動産業者も取り扱いを拒まれる傾向にあり、空き

家が流通しにくく、所有者が手放せない現状があります。宅地の贈与・解体費

用での売却物件のマッチングを行い、空き家解体と宅地活用の推進を図ります。 

 

（３）移住・定住の促進 

   人口減少が著しい地域へ市外から移住された方が空き家を賃借する場合、定

住奨励金を交付するなどの補助を行っています。また、住宅金融支援機構との

連携により、当該地域へ市外から移住して空き家を購入した場合は住宅ローン

の金利優遇措置があり、さらなる制度の周知を図ります。 
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（４）各種団体等が主体となる活動への支援 

    自治会、協議会、ＮＰＯ法人等が主体となり、空き家等を利活用し、地域課

題の解決や地域の活性化をはかる場合に、活動の支援を行う方策を検討します。 

 

５－３ 管理不全状態の空家等への対応 

（１）管理不全空家等への対応 

市民等からの空家等に関する情報提供がなされた場合、適正な管理依頼を行 

います。また、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に著しく深刻な影響 

を及ぼしている空家等については、国から示されている、「「特定空家等に対す 

る措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」に基 

づき、周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか、悪影 

響の程度と危険等の切迫性を勘案し、特定空家等と認められる場合は法に基づ 

く措置を行います。 

なお、特定空家等除却する場合、一定条件の下、除却費用に対し補助してい 

ます。 

 

①市民等の情報提供等による協力 

地元のことを把握している区・自治会などから寄せられた空家等に関する 

情報が重要です。空家等も時の経過や自然災害などにより、空家等の物的状 

態が悪化し、危険性が高まります。危険な状態となっている空家等に関する 

情報の提供を受ける事で、速やかに所有者や管理者へ適切な管理を促します。 

 

②助言又は指導 

    立入り調査を踏まえ、市が特定空家等と認定した場合は、法第 14条第 1項

の規定に基づく所有者等への助言又は指導により、所有者等自らの意思による

改善を促します。 

 

③勧告 

法第 14条第 1項の規定に基づき所有者等への助言又は指導を行った場合に

おいて、なお特定空家等の状態が改善されないときは、武雄市空家等対策協議

会の意見を聴取し、法第 14条第 2項の規定に基づき、所有者等に対し、相当

の猶予期限を付けて、必要な措置をとることを勧告します。 

なお、勧告を行った場合、住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例は

適用されず、固定資産税の税額が上がります。 

 

④命令 

法第 14条第 2項の規定に基づく勧告を受けた者が正当な理由がなく、その
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勧告に係る措置をとらなかった場合、特に必要があると認めるときは、武雄市

空家等対策協議会の意見を聴取し、法第 14条第 3項の規定に基づき、その者

に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命じます。 

 

⑤代執行 

法第 14条第 3項の規定に基づく命令を受けた者が、その措置を履行しない

とき、履行しても十分でないとき又は履行しても期限までに完了する見込みが

ないときは、武雄市空家等対策協議会の意見を聴取し、法第 14条第 9項の規

定に基づき、行政代執行法に定めるところに従い代執行を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 代執行… 法律により直接命ぜられ、または法律に基づき行政庁により命ぜられた行為 

を履行しない者に対し、行政庁自ら、または第三者をして履行しないものの 

義務を履行し、その費用をその者から徴収すること 

 

 

（２）特定空家等の寄付受納 

地域での利活用等を目的とし、今後の維持管理を地域で適切に行うことを条 

件に、危険空き家の除却を行う場合は、武雄市空家等の適切な管理に関する条 

例第 7条（以下、「条例」という。）をもって、市が寄付を受けることを可能と 

しています。 

 

（３）緊急安全措置等による危険性の回避 

      空家等が市民等の生命・身体・財産に対し切迫した危険な状態である場合に 

は、条例第９条に基づく「緊急安全措置」や建築・道路・消防・災害等の関係 

各所が、関係法令（下表「法令等による危険性回避に関する対応手段」参照） 

で定める対応手段を実施する事で関係機関等との連携を図り、危険性の回避に 

努めます。 

〔放置されている空家等に対する措置の流れ〕 

 

市民等からの情報提供 

 

空家等の外観調査 → 所有者調査 → 空家等の適正管理に関する文書送付 

 

 

立入調査等  →  助言・指導  →  勧 告  →  命 令  →  代執行   

（法第 9 条）     (法 14条第 1項）  （同条第 2項）（同条第 3 項～8項）（同条第 9項） 
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第 9条 市長は、特定空家等の倒壊等による人の生命、身体又は財産に対する著しい危 

険が現に切迫していると認められるときは、当該危険を回避するために必要な最 

小限度の措置を講ずることができる。 

 

「法令等による危険性回避に関する対応手段」 

対応手段 根拠法令等 概     要 

建築基準法に

基づく保安上

危険な既存不

適格建築物等

に対する措置 

建築基準法 

第 9条の 4 

第 10 条 

・特定行政庁は、そのまま放置すれば保安上危険となり、又は衛生上有

害となるおそれがある既存不適格建築物等について、必要な指導及び助

言をすることができる。 

・ 特定行政庁は、特殊建築物等のうち、そのまま放置すれば著しく保

安上危険となる恐れがある既存不適格建築物等について、必要な措置を

勧告でき、正当な理由なく当該勧告に係る措置が採られなかった場合に

おいて、特に必要と認めるときは命令できる。 

・ 特定行政庁は、現に著しく保安上危険な既存不適格建築物等につい

て必要な措置を命令できる。 

・特定行政庁は、上記命令に基づく措置が講じられないとき等は代執行

できる。 

道路法に基づ

く禁止行為等

に対する措置 

道路法 

第 43条 

第 44条 

第 47条の 11 

第 48条 

第 71条 

第 1項・第 3項 

・沿道区域における土地等の管理者の損害予防義務 

・道路保全立体区域内の制限 

・道路管理者等の監督処分 

消防法に基づ

く火災の予防

のための措置 

消防法 

第 3 条 

第 5 条 

第 5 条の 3 

第 9 条 

消防長、消防署長その他の消防吏員は、火災の予防に危険であると認め

る場合に、みだりに存置された燃焼のおそれのある物件の除去等を所有

者等に命ずることができる。また、消防長又は消防署長は、建築物の構

造又は管理等の状況について、火災の予防に危険であると認める場合

に、建築物の改修等を所有者等に命ずることができる。 

災害対策基本

法に基づく応

急公用負担等 

災害対策基本法 

第 64 条 

市町村長は、災害が発生した場合等において、応急措置を実施するため

緊急の必要があると認めるときは、他人の土地、建物その他の工作物を

一時使用等できる。 

災害救助法に

基づく救助 

災害救助法 

第 4条第 10号 

災害救助法施行

令第 2条第 2号 

災害に基づく救助として、災害によって運ばれた日常生活に著しい支障

を及ぼしているものの除去ができる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

武雄市空家等対策計画 

（資料編） 
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【資料―１】 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

(平成二十六年十一月二十七日) 

(法律第百二十七号) 

(目的) 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民 

の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を 

保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、 

空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村(特別区を含む。第十条第 

二項を除き、以下同じ。)による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推 

進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的 

に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住 

その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地 

に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するも 

のを除く。 

２  この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険 

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が 

行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全 

を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

(空家等の所有者等の責務) 

第三条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境に悪影 

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

(市町村の責務) 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等 

に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるもの 

とする。 

(基本指針) 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する 

ための基本的な指針(以下「基本指針」という。)を定めるものとする。 

２  基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、 

あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な 

く、これを公表しなければならない。 
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(空家等対策計画) 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、 

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計画」という。) 

を定めることができる。 

２  空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等 

に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)の活用の促進 

に関する事項 

六 特定空家等に対する措置(第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二 

項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の

規定による代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公 

表しなければならない。 

４  市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、 

情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

(協議会) 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協 

議会(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。 

２  協議会は、市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)のほか、地域住民、市町村の 

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長 

が必要と認める者をもって構成する。 

３  前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

(都道府県による援助) 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこ 

の法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術 

的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

(立入調査等) 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を 

把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこと 

ができる。 

２  市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当 

該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせること 

ができる。 
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３  市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場 

所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨 

を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であると 

きは、この限りでない。 

４  第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示 

す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５  第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して 

はならない。 

(空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報 

であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のた 

めに必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のため 

に内部で利用することができる。 

２  都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもの 

のうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用 

する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関す 

るものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のた 

めに必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３  前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、 

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な 

情報の提供を求めることができる。 

(空家等に関するデータベースの整備等) 

第十一条 市町村は、空家等(建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は 

賃貸するために所有し、又は管理するもの(周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適 

切に管理されているものに限る。)を除く。以下第十三条までにおいて同じ。)に関する 

データベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講 

ずるよう努めるものとする。 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対 

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

(空家等及び空家等の跡地の活用等) 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地(土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者 

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。)に関する情報の提供 

その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

(特定空家等に対する措置) 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、 

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置(そのまま放置すれ

ば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれ

のある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。)を

とるよう助言又は指導をすることができる。 
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２  市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家 

等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の 

猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るため 

に必要な措置をとることを勧告することができる。 

３  市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る 

措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相 

当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４  市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を 

命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先 

及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理 

人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に 

対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６  市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の 

措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わ 

なければならない。 

７  市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によ 

って命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前 

項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８  第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な 

証拠を提出することができる。 

９  市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜ 

られた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項 

の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法(昭和二十三年法律第四十三 

号)の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさ 

せることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措 

置を命ぜられるべき者を確知することができないとき(過失がなくて第一項の助言若し 

くは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定 

める手続により命令を行うことができないときを含む。)は、市町村長は、その者の負担 

において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせること 

ができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその 

期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者 

がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土 

交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１２ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。 

この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げ 

てはならない。 

１３ 第三項の規定による命令については、行政手続法(平成五年法律第八十八号)第三章
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(第十二条及び第十四条を除く。)の規定は、適用しない。 

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図 

るために必要な指針を定めることができる。 

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通 

省令・総務省令で定める。 

(財政上の措置及び税制上の措置等) 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の 

適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補 

助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２  国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基 

づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その 

他の措置を講ずるものとする。 

(過料) 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過 

料に処する。 

２  第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下 

の過料に処する。 

附 則 

(施行期日) 

１  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か 

ら施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、 

公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

(平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書 

に係る部分は、平成二七年五月二六日から施行) 

(検討) 

２  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘 

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基 

づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

 

【資料―２】 

空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則 

(平成二十七年四月二十二日) 

(総務省・国土交通省令第一号) 

空家等対策の推進に関する特別措置法(平成二十六年法律第百二十七号)第十四条第十一 

項の規定に基づき、空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則を次のように定める。 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則 

空家等対策の推進に関する特別措置法第十四条第十一項の国土交通省令・総務省令で定 

める方法は、市町村(特別区を含む。)の公報への掲載、インターネットの利用その他の適 
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 切な方法とする。 

 

附 則 

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書に規定する規定 

の施行の日(平成二十七年五月二十六日)から施行する。 

 

 

【資料―３】 

武雄市空家等の適切な管理に関する条例 

平成 24年 10月 1 日 

条例第 18号 

(目的) 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127号。以 

 下「法」という。)に定めるもののほか、空家等の適切な管理に関し必要な事項を定める 

ことにより、空家等が周辺の生活環境を害し、及び市民等の生命、身体及び財産に被害 

を及ぼすことを防止し、もって市民の安全で安心な暮らしの実現及び地域環境の保全に 

寄与することを目的とする。 

(定義) 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 

よる。 

(1) 空家等 法第 2条第 1項に規定する空家等をいう。 

(2) 特定空家等 法第 2条第 2項に規定する特定空家等をいう。 

(3) 所有者等 法第 3条に規定する所有者等をいう。 

(民事による解決との関係) 

第３条 この条例の規定は、特定空家等の所有者等と当該特定空家等による害を被るおそ 

れのある者との間で、民事による事態の解決を図ることを妨げない。 

(所有者等の責務) 

第４条 空家等の所有者等は、当該空家等が特定空家等にならないように自らの責任にお 

いて適切に管理しなければならない。 

(情報提供) 

第５条 市民は、特定空家等となるおそれのある空家等を発見したときは、市長に対し、 

当該空家等に関する情報を提供するものとする。 

(助成) 

第６条 市長は、法第 14条第 1項の規定による助言若しくは指導又は同条第 2項の規定に 

よる勧告に従って措置を講ずる者に対し、別に定めるところにより必要な助成をするこ 

とができる。 

(寄附の申出) 

第７条 市長は、法第 14条第 1項の規定による助言若しくは指導又は同条第 2項の規定に 

よる勧告を受けた特定空家等の所有者等から、当該特定空家等について寄附の申出があ

った場合は、別に定める要件を満たした場合に限り、申出を受けることができる。 
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２ 市長は、前項の規定により寄附の申出を受けた場合、速やかに当該特定空家等の除去 

を行わなければならない。 

(公表) 

第８条 市長は、法第 14条第 3項の規定による命令を行ったにもかかわらず、当該特定空 

家等の所有者等が正当な理由なく命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表するこ 

とができる。 

(1) 命令に従わない者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称、代表者及び主たる事

務所の所在地) 

(2) 命令の対象である特定空家等の所在地及び種別 

(3) 命令の内容 

(4) 前 3号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の規定により公表するときは、当該公表に係る所有者等に意見を述べる 

機会を与えなければならない。 

(緊急安全措置) 

第９条 市長は、特定空家等の倒壊等による人の生命、身体又は財産に対する著しい危険 

が現に切迫していると認められるときは、当該危険を回避するために必要な最小限度の 

措置を講ずることができる。 

２ 市長は、前項の措置を講じたときは、当該特定空家等の所有者等から当該措置に要し 

た費用を徴収することができる。 

(空家等対策計画) 

第 10条 市長は、法第 6条第 1項の規定に基づき、空家等に対する対策を総合的かつ計画 

的に実施するため、空家等に関する対策について計画(以下「空家等対策計画」をいう。) 

を策定するものとする。 

(空家等対策協議会) 

第 11条 法第 7条第 1項の規定に基づき、前条に規定する空家等対策計画の策定及び変更 

並びに実施に関する協議を行うため、武雄市空家等対策協議会(以下「協議会」という。) 

を置く。 

２ 協議会は、委員 10人以内をもって組織し、市長を除く委員は、法第 7条第 2項に規定 

する者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委 

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 前 3項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め 

る。 

(関係機関との連携) 

第 12条 市長は、緊急を要する場合は、市の区域を管轄する警察その他の関係機関に必要 

な措置を要請することができる。 

(委任) 

第 13条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 
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１ この条例は、平成 25年 1月 1日から施行する。 

(武雄市特別職の職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

２ 武雄市特別職の職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例(平成 18年条例第 36号) 

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(平成 27年条例第 24号) 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

(武雄市特別職の職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正) 

２ 武雄市特別職の職員の給与、旅費及び費用弁償に関する条例(平成 18年条例第 36号)

の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

 

【資料―４】 

武雄市空家等の適切な管理に関する条例等の施行に関する規則 

平成 24年 12 月 26 日 

規則第 25号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、武雄市空家等の適切な管理に関する条例(平成 24年条例第 18号。以 

下「条例」という。)及び空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26年法律第 127 号。 

以下「法」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(情報提供) 

第２条 条例第 5条の規定による情報提供は、特定空家等に関する情報提供書(様式第 1号) 

を市長に提出する方法によるほか、口頭その他適宜の方法により行うことができるもの 

とする。 

(立入調査) 

第３条 法第 9条第 2項に規定する立入調査を実施するに当たっては、その 5日前までに 

所有者等に対して立入調査実施通知書(様式第 2号)を交付し、立入調査の趣旨及び内容 

を十分説明してから実施するものとする。 

２ 法第 9条第 4項に規定する身分を示す証票は、立入調査員証(様式第 3号)とする。 

(助言又は指導) 

第４条 法第 14条第 1項の規定による助言又は指導は、様式第 4号により行うものとする。 

(勧告) 

第５条 法第 14条第 2項の規定による勧告は、様式第 5号により行うものとする。 

(命令) 

第６条 法第 14条第 3項の規定による命令は、様式第 6号により行うものとする。 

２ 法第 14条第 4項の規定による命令に係る事前の通知は、様式第 7号により行うものと 

する。 

(公表) 



27 

 

第７条 条例第 8条第 1項の公表は、当該特定空家等の敷地に同項各号に掲げる事項を記 

載した看板等を設置することにより行うほか次に掲げる方法により行うものとする。 

(1) 武雄市公告式条例(平成 18年 3月 1日条例第 5号)第 2条第 2項に規定する掲示場へ

の掲示 

(2) 市のホームページへの掲載 

(3) その他市長が必要と認める方法 

(意見を述べる機会の付与) 

第８条 条例第 8条第 2項の規定による意見陳述は、市長が口頭ですることを認めた場合 

を除き、様式第 8 号により行わなければならない。 

２ 市長は、前項の意見書の提出期限(口頭により意見を述べる機会の付与を行う場合には、 

その日時)までに相当の期間をおいて、法第 14条第 3項の規定による命令に従わない者 

に対し、様式第 9 号により通知するものとする。 

(代執行) 

第９条 法第 14条第 9項の規定による代執行は、あらかじめ様式第 10号により戒告し、 

当該戒告によってもなお指定の期限までに義務を履行しない者に対し、様式第 11号によ 

り通知して行うものとする。 

２ 前項の代執行の責任者であることを示す証票は、様式第 12号によるものとする。 

(標識) 

第 10条 法第 14 条第 12項の規定による標識は、様式第 13号によるものとする。 

(その他) 

第 11条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 25年 1月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年規則第 33号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 28年規則第 21号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和 3年規則第 14号) 

 

※様式第 1号(第 2条関係)・様式第 2号(第 3条関係)・様式第 3号(第 3条関係)・様式第

4号(第 4条関係)・様式第 5号(第 5条関係)・様式第 6号(第 6条関係)・様式第 7号(第

6条関係)・様式 

第 8号(第 8条関係)・様式第 9号(第 8条関係)・様式第 10号(第 9 条関係)・様式第 11

号(第・関係)・様式第 12 号(第 9条関係)・様式第 13 号(第 10条関係)は略。 

 

 

 

 

 

 



28 

 

【資料―５】           空家等の危険度判定調査票  

 

【管理番号】  －  －  -  

 

【調査日】  令和  年  月  日 

 

【調査員】  建築住宅課：空き家対策係                  建築係                         

環境課：                              防災・減災課：                

 

【対象空家等】 

１．所 在 地 武雄市                   （行政区名        ） 

２．所 有 者  

３．用   途 居宅 ・ 店舗 ・ 店舗兼用 ・ 事業所 ・ その他（         ） 

４．構造、階数 木造・非木造（階数    建） 

 

【調査結果】 

区分 特定空家等の該当の有無 

Ａ．そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 該当 ・ 非該当 

Ｂ．そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 該当 ・ 非該当 

Ｃ．適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 該当 ・ 非該当 

Ｄ．その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態 
該当 ・ 非該当 

 

 いずれかに該当した場合は、特定空家等として措置（助言・指導→勧告→命令→代執行）を実施する。 
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【調査内容】 

Ａ．「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」 

項 目 程度 損傷状況 損傷率 判断 

１．建築物が著しく保安上危険となるおそれがある 

 

（１）建築物が倒壊等するおそれがある 

 

イ．建築物の著しい

傾斜 

Ⅰ ・建物の傾きが 1/60 未満である。 

 Ⅱ ・建物の傾きが 1/60 以上 1/20 未満である。 

Ⅲ ・建物の傾きが 1/20 超である。 

ロ．構造 

耐力上 

主要な

部分の 

損傷等 

（イ）基

礎及び土

台 

Ⅰ ・外周基礎にひび割れが 5～10 箇所生じている。 
15～30％

未満 

 

Ⅱ 

・基礎の不同沈下が見られる。（不陸が見られる） 

・基礎の破損が見られる。 

・外周基礎に局所的な欠損や仕上モルタル剥離、

脱落が生じている。 

30～65％

未満 

Ⅲ 

・基礎の不同沈下が見られる。（不陸が見られる） 

・基礎の破損が見られる。 

・基礎の破断が見られる。 

・外周基礎のひび割れが著しく土台と遊離し、土

台より上部構造を支える役目を果たさなくなって

いる所が１～２箇所生じている。 

・他の部位は多数のひび割れが生じている。 

・アンカーボルトの抜け出しがある。 

65％以上 

（ロ）柱、

はり、

筋交

い、柱

とはり

の接合

等 

Ⅰ 

・一部の柱と梁の仕口にめり込み等の損傷が見ら

れる。 

・柱、梁が若干たわんでいる。 

・天井面に若干の不陸が見られる。 

10～30％

未満 

 

Ⅱ 

・柱、梁等の軸組材に割れが見られる。 

・柱、梁等の軸組材に断面欠損が見られる。 

・柱と梁の仕口にずれが生じ、柱に割れが生じて

いる。 

・柱、梁がたわんでいる。 

・天井面に不陸が見られる。 

・塗天井には亀裂が生じている。 

30～60％

未満 
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Ⅲ 

・柱、梁等の軸組材に割れ又は断面欠損、折損が

見られる。 

・大部分の柱、梁の仕口がずれたり、柱、梁に割

れが生じている。 

・天井面に不陸又は歪みが見られる。 

・天井板がずれたり、一部脱落が見られる。 

・塗天井に剥落が見られる。 

・階段がずれている。 

60％以上 

（２）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある 

 
イ．屋根ふき材、ひ

さし又は軒 

Ⅰ 
・棟瓦のずれ、破損、落下が著しい。それ以外の

瓦の損傷は少ない。 

15～40％

未満 

 

Ⅱ 
・棟瓦が全面的にずれ、破損あるいは落下してい

る。それ他の瓦もずれが著しい。 

40～65％

未満 

Ⅲ 

・屋根の不陸が見られる。 

・小屋組の一部に破損が見られる。 

・瓦がほぼ全面的にずれ、破損あるいは落下して

いる。 

・葺材が金属板の場合、ジョイント部に、はがれ

等の損傷が見られる。 

65％以上 

  ロ．外壁 

Ⅰ 

・モルタル塗仕上等の壁では、壁面の各所で仕上

の脱落が生じている。 

・ボード類では、一部の仕上面の目地部にひび割

れやずれが生じている。 

・アルミサッシ鍵破損、ビードがはずれたり、開

閉が不能となっている。 

・木製サッシと壁面との間に隙間が生じている。 

・内壁合板にずれが生じている。 

・外壁、浴室、トイレのタイルの目地に亀裂が生

じている。 

15～40％

未満 

 

Ⅱ 

・モルタル塗仕上等の壁では、仕上の大半が剥離

又は脱落が生じている。 

・ボード類では、その大半において仕上面での目

地部に著しいずれ、面材釘打部の部分的な浮き上

がり、面材隅角部の破損が生じている。 

・アルミサッシのガラスが破損している。 

・内壁合板に剥離、浮きが見られる。 

・外壁、浴室、トイレのタイルが剥離を生じてい

る。 

・クロスが破れている。 

40～65％

未満 



31 

 

Ⅲ 

・モルタル塗仕上等の壁では、壁面の大部分の仕

上材が脱落している。 

・ボード類では、その大部分で釘の浮き上がり、

一部脱落も見られる。 

・アルミサッシが枠ごとはずれ、破損している。 

・内壁合板に剥離、脱落の破損が見られる。 

・外壁、浴室、トイレのタイルが剥離している。 

65％以上 

ハ．看板、給湯設備、

屋上水槽等 
Ⅲ 

・看板の仕上材料が剥落している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等が転倒している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等が破損又は脱落している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等の支持部分が腐食している。 

 

二．屋外階段又はバ

ルコニー 
Ⅲ 

・屋外階段、バルコニーが腐食、破損又は脱落している。 

・屋外階段、バルコニーが傾斜している。 
 

ホ．門又は塀 Ⅲ 
・門、塀にひび割れ、破損が生じている。 

・門、塀が傾斜している。 
 

２．擁壁が老朽化し危険となるおそれがある 

 イ．擁壁 Ⅲ 

・表面に水がしみ出し、流出している。 

・多数の水抜き穴の詰まりが生じている。 

・ひび割れが多数発生している。 

 

☆上記項目のいずれかにⅢがある場合 

周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 該当 ・ 非該当 

☆上記に該当する場合 

悪影響の程度と危険等の切迫性 該当 ・ 非該当 

 

Ｂ．「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」 

項 目 状  態 

該当の有

無 

該当項目

に○ 

１．建築物又は設備等の破損

等が原因 

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況である。  

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発生があり、

地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 
 

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日常生活に支

障を及ぼしている。 
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２．ごみ等の放置、不法投棄

が原因 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地域住民の日

常生活に支障を及ぼしている。 
 

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が発

生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 
 

☆上記項目のいずれかに該当する場合 

悪影響の程度と危険等の切迫性 該当 ・ 非該当 

 

Ｃ．「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」 

項 目 状  態 

該当の有

無 

該当項目

に○ 

１．適切な管理が行われてい

ない結果、既存の景観に関す

るルールに著しく適合しな

い状態 

・景観法に基づき景観計画を策定している場合において、当該景観

計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の制限に著しく適合

しない状態となっている。 

 

・景観法に基づき都市計画に景観地区を定めている場合において、

当該都市計画に定める建築物の形態意匠等の制限に著しく適合し

ない、又は条例で定める工作物の形態意匠等の制限等に著しく適合

しない状態となっている。 

 

・地域で定められた景観保全に係るルールに著しく適合しない状態

となっている。 
 

２．その他、周囲の景観と著

しく不調和な状態 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れた

まま放置されている。 
 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。  

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損し

たまま放置されている。 
 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。  

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。  

☆上記項目のいずれかに該当する場合 

悪影響の程度と危険等の切迫性 該当 ・ 非該当 
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Ｄ．「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」 

項 目 状  態 

該当の有

無 

該当項目

に○ 

１．立木が原因 

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等

に枝等が大量に散らばっている。 
 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げて

いる。 
 

２．空家等に住みついた動物

等が原因 

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の日常生活に

支障を及ぼしている。 
 

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生し、地域住民

の日常生活に支障を及ぼしている。 
 

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民の日常生活

に支障を及ぼしている。 
 

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民の日常生活

に支障を及ぼしている。 
 

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住民の生活環

境に悪影響を及ぼすおそれがある。 
 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域住民の生活

環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 
 

３．建築物等の不適切な管理

等が原因 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が

容易に侵入できる状態で放置されている。 
 

・屋根の雪止めの破損など不適切な管理により、空き家からの落雪

が発生し、歩行者等の通行を妨げている。 
 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している。  

☆上記項目のいずれかに該当する場合 

悪影響の程度と危険等の切迫性 該当 ・ 非該当 
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【資料―６】 

武雄市空家等対策協議会規則 

平成 24年 12 月 26 日 

規則第 26号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、武雄市空家等の適切な管理に関する条例(平成 24年条例第 18号。以 

下「条例」という。)第 11 条第 4項の規定に基づき、武雄市空家等対策協議会(以下「協 

議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(会長) 

第２条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

(会議) 

第３条 協議会は、会長が招集し、会長がその会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

(庶務) 

第４条 協議会の庶務は、まちづくり部建築住宅課において処理する。 

(その他) 

第５条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会 

に諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成 25年 1月 1日から施行する。 

附 則(平成 26年規則第 10号) 

この規則は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年規則第 27号) 

この規則は、平成 27年 8月 1日から施行する。 

附 則(平成 27年規則第 33号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 29年規則第 3号) 

この規則は、平成 29年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成 30年規則第 19号) 

この規則は、平成 30年 5月 7日から施行する。 

附 則(令和 3年規則第 8号) 

この規則は、令和 3 年 4月 1日から施行する。 
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【資料―７】 

武雄市空家等対策協議会委員名簿 

 

 

会 長  武雄市長 小 松  政 

 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機関名 役職名 氏 名 

１ 武雄警察署 署 長 山 﨑 聖 之 

２ 武雄消防署 署 長 古 野 隆 則 

３ 武雄市消防団 団 長 樋 渡 弘 文        

４ 武雄市区長会 会 長 中 村 豊 子  

５ 武雄地区建築士会 会 長 中 山 伸 生 

６ 佐賀県司法書士会 会 員 田 代 宏 章 

７ 
佐賀県土地家屋 

調査士会 
会 員 平 野   実 

８ 
佐賀県宅地建物 

取引業協会 
会 員 坂 口 健太郎 
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